
知的財産に関するイベントやセミナー、関東局関連事業等の皆様に役立つ情報を、毎月2回程度（不定期）
配信しています。是非ご登録ください。

「広域関東圏知的財産戦略本部メールマガジン配信サービス」のお知らせ

関係者限り

文章・画像等、内容の無断転載及び複製等の行為はご遠慮ください。

地域支援機関向け知財活用実践定着プログラムについて

関東経済産業局地域経済部

産業技術革新課知的財産室

係員 上 裕也
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index

はじめに

事業目的と概要

本事業に参加するメリットと参加者に求めるもの

ながの産業支援ネットが採択された場合の想定行程

その他、関連施策情報



3

本日これからご説明するプログラムは、実施機関公募型の事業です。
そのため、今日の説明を受け、本プログラムへの参加を希望する支援機関の職
員が多数いる場合に、ながの産業支援ネットの総合窓口である公益財団法人
長野県産業振興機構が幹事機関として本プログラムへの応募をし、採択を受

けた場合に実施可能となります。

▎はじめに
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▎事業目的と概要

支援者の
知財意識醸成

支援者の育成
支援協働体制の

強化

STEP 1

STEP 3
STEP 2

セミナー・ワークショップ

対話の実践

支援策の検討
＆

個社支援

事業目的

事業概要

中堅、中小、小規模企業を支援する者として必要なスキルやノウハウを
身に着け、適切な専門支援機関（知財等）と連携することで、地域で
の支援体制を強化する

座学で学んだ対話の手法を、自らが選定する支援先で実践し、得られ
た課題に対して支援策を検討し、専門家の協力を得ながら個社支援し
ます
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▎本プログラムに参加するメリット

本プログラムに参加することで、地域で企業を支援する者として必要なマインド、スキル、ノウハウが
身に着くことに加えて、企業の“知的財産”（※権利のみならず、ブランディング、営業秘密、自社の強みの整理等）の
活用の可能性に気付ける支援者になれることを想定してます

地域で企業を支援する者と
して必要な基礎マインドを身
に着けることができる

企業のことを深く理解するた
めの対話の手法を身に着け
ることができる

企業を支援するために役立
つ支援のフレームワーク等を
学ぶことができる

企業の知的財産活用の可
能性に気づき、適切な専門
家と協働して支援することが
できる
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▎本プログラムの参加者に求めるもの

参加者の皆様には、「すべてのステップへの参加」、「主体性」、「積極性」などを求めています
また、自らが選定する支援先にも、「対話の実践への協力」、「事業成長意欲」などを求めていま
す

1. プログラムに参加いただける人数は限られているので、コミットメントをお願いします

2. 対話の実践や支援策の検討＆個社支援は、主体的かつ積極的にに取り組みをお願
いします

参加者

自らが選定する支援先

1. 必ずしも知的財産権を持つ企業でなければいけないということではございません

2. 製品・サービスの将来的な成長が期待できる先だと支援成果につながりやすいです

3. 対話の実践への協力（企業の代表と直接対話をすること）や専門家を活用した支
援に理解いただける先である必要があります

4. 本プログラムの趣旨を理解し、事業成長意欲がある先が望ましいです
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▎過去類似事業における事例

課題
‐ 経営者と現場のギャップ
‐ 技術者目線での自社の強み、課

題、将来のありたい姿の可視化

経営層が既に作成していた
経営デザインシートをもとに取組支援

技術者による自社の強み発掘ワークの実施

Confidential

対話の実践で掘り起こした事業課題について、専門家の協力を得ながら、個社支援を実施しま
した

実施事例
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▎過去類似事業に参加した支援者からの声

これまでに当局が実施した類似のプログラムに参加した支援者からは、数多くの気づきや学びの声
をいただいています

支援に必要な基礎マインドの習得
‒ 支援の一歩を踏み出せない状況だったが、知財がそれを変えた
‒ 事前準備の大切さを改めて学んだ

対話の手法やフレームワークの習得
‒ 思考のフレームワークを使って企業と意識を共有することができた

知的財産への気づき、専門家とのつながり
‒ 特許等を調べて訪問することはなかったが、今回を通じて取り組むようになっ

た
‒ 事業規模の大小にかかわらず、知財やノウハウがあることに気づいた
‒ 専門家のサポートがあったからこそここまでできたが、今後は知識を増やして

いきたい
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▎長野県産業支援機構が応募し、採択された場合の、想定実施イメージ

経産局 ＆ 事務局 
（事務局は経産局から委託）

長野県産業支援機構 参加を希望する支援機関とその職員

事業全体の説明（本日） 事業全体の説明 事業全体の理解 事業全体の理解

意向把握 意向のとりまとめ 本プログラムへの参加の回答
※回答状況により全員の参加が叶わない場合もあり

プログラムへの応募
応募受付

経産局のHPにて実施
取りまとめて申請書を経産局に提出

参加者とその対話＆支援予定先を
確定させNICEに伝える

事前打ち合わせ 今後について（日程等）経産局＆事務局とNICEにて打ち合わせ 必要に応じて同席

対話の手法を学ぶセミナー・ワーク
ショップ（STEP1）

企画・運営 会場の提供・参加者への案内 参加

対話の実践 ×2-3回（STEP2）
企画・運営

参加者1人1人と日程調整、参加者
との事前準備・事後フォロー

対話先と日程調整、対話の実践、
経産局＆事務局と事前準備・事後

フォロー

知財の基礎を学ぶセミナー・ワーク
ショップ（STEP1）

企画・運営 会場の提供・参加者への案内 参加

支援策の検討＆個社支援 ×2-3
回（事前準備あり）（STEP3）

企画・運営、参加者1人1人と日程
調整、参加者との事前準備・事後

フォロー

支援予定先と日程調整、経産局＆
事務局と支援策の検討、事前準備・

事後フォロー

成果報告会 企画・運営 会場の提供・参加者への案内 参加（成果報告）

4月

7月上旬

9月-11月

12月-2月

5月

6月下旬

7月中旬

10月

2月

まずはここをクリア

NICEに決定
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以下、その他関連施策情報
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中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金
令和5年度補正予算額 1,000億円（国庫債務負担含め総額3,000億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

地域の雇用を支える中堅・中小企業が、足元の人手不足等の
課題に対応し、成長していくことを目指して行う大規模投資を促
進することで、地方においても持続的な賃上げを実現する。

経済産業政策局産業創造課

地域経済産業グループ地域企業高度化推進課

成果目標

大規模投資を通じた労働生産性の抜本的な向上と事業規模の
拡大により、対象事業に関わる従業員の1人当たり給与支給総
額が、地域別の最低賃金の伸び率を超える伸び率を実現する。

事業概要

中堅・中小企業が、持続的な賃上げを目的に、足元の人手不
足に対応するための省力化等による労働生産性の抜本的な向
上と事業規模の拡大を図るために行う工場等の拠点新設や大
規模な設備投資に対して補助を行う。

民間企業等国
中堅・中小
企業

補助

（定額）

補助

（1/3）

• 補助上限額 50億円

※投資下限額は10億円
※コンソーシアム形式により参加企業の投資額の合計が

10億円以上となる場合も対象（ただし、一定規模以
上の投資を行う中堅・中小企業がいる場合に限る。）
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

成果目標

付加価値額の増加、従業員一人当たり付加価値額の増加等を
目指す。

中小企業省力化投資補助事業（中小企業等事業再構築促進事業を再編）

令和５年度補正予算額 1,000億円

中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課

中小企業庁長官官房 総務課

事業目的

中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするために、人
手不足に悩む中小企業等に対して、省力化投資を支援する。
これにより、中小企業等の付加価値額や生産性向上を図り、賃
上げにつなげることを目的とする。

事業概要

ＩｏＴ、ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製品を「カ
タログ」に掲載し、中小企業等が選択して導入できるようにするこ
とで、簡易で即効性がある省力化投資を促進する。

補助

（1/2）独立行政法人
中小企業基盤整備機構

中小
企業等国

補助

（基金）

※なお、中小企業等事業再構築促進基金を用いて、これまで実
施してきた、ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に
対応するための新市場進出、事業・業種転換、事業再編、国
内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、企業の思い
切った事業再構築の支援については、必要な見直しを行う。

枠 申請類型 補助上限額 補助率

省力化投資補助枠
（カタログ型）

従業員数5名以下
200万円(300万円)

従業員数6~20名
500万円(750万円)

従業員数21名以上
1000万円(1500万円)

※賃上げ要件を達成した場合、
（）内の値に補助上限額を
引き上げ

1/2

※これまで実施してきた中小企業等事業再構築促進事業のスキーム
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

成果目標
それぞれ以下の達成を目指す。

【ものづくり補助金】

・付加価値額が事業終了後3年で9％以上向上する事業者割合が50％

・事業化を達成した事業者の給与支給総額が、事業終了後５年時点で、年率平均＋1.5％以上向上

【持続化補助金】

・事業終了後１年で販路開拓につながった事業者の割合を80％以上

【IT導入補助金】

・補助事業者全体の労働生産性が、事業終了後3年で、9％以上向上すること

【事業承継・引継ぎ補助金】

・事業承継・引継ぎ補助金の補助事業者（経営革新事業）について、補助事業者全体の付加価値額が、事業
終了後5年で、＋15％以上向上すること

 

事業目的
生産性向上に取り組む中小企業・小規模事業者の設備投資、IT導
入、国内外の販路開拓、事業承継・引継ぎを補助し、切れ目なく継
続的に、成長投資の加速化と事業環境変化への対応を支援すること
を目的とする。

事業概要
（1）ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）
中小企業等が行う、革新的な製品・サービスの開発、生産プロセス等の
省力化に必要な設備投資等を支援する。

（2）小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
小規模事業者等が自ら経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取
組を支援する。

（３）サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
中小企業等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸの推
進、サイバーセキュリティ対策、インボイス制度への対応等に向けたITツー
ルの導入を支援する。

（４）事業承継・引継ぎ支援事業（事業承継・引継ぎ補助金）
事業承継・Ｍ＆Ａ・グループ化後の新たな取組（設備投資、販路開拓
等）や、Ｍ＆Ａ時の専門家活用費用等を支援する。

（1）中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課

（2）中小企業庁経営支援部 小規模企業振興課

（3）中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課

（3）中小企業庁 経営支援部 商業課

（3）商務情報政策局 サイバーセキュリティ課

（4）中小企業庁事業環境部 財務課

補助
（1/2、2/3等）独立行政法人

中小企業基盤整備機構
中小
企業等

国
補助 民間

団体等

補助
（定額）

中小企業生産性革命推進事業
令和５年度補正予算額 2,000億円
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CONTACT

地域経済部産業技術革新課知的財産室
bzl-kanto-chizai@meti.go.jp

本資料に関するお問い合わせはこちら
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